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注   意 
・試験開始の合図があるまで，問題用紙は開かないでください。 

・試験問題１部と解答用マークシート１枚があります。 

・試験問題は，全部で８ページです。 

・試験問題とマークシートを，試験委員の指示にしたがって確認してください。ページ

不足や違いがある人は，試験委員まで申し出てください。 

・この試験の制限時間は100分です。 

・解答は，問題の指示にしたがい，すべて解答用紙マークシートの指定の位置をマーク

してください。 

・解答用紙の所定の位置に，試験場校，氏名，学校コード，受験番号を必ず記入してく

ださい。また，受験級，学校コード，受験番号は，該当する位置を正しくマークして

ください。記入漏れやマーク漏れがある場合には，採点の対象とならない場合があり

ます。 

・マークは，ＨＢもしくはＢの黒鉛筆または黒シャープペンを使用してください。訂正す

る場合は，プラスチック消しゴムでよく消してください。 

・マークシートの所定の欄以外には，何も記入しないでください。また，折り曲げた

り，汚したりしないでください。 

・解答は次の例題にならって，解答マーク欄をマークしてください。 

例題 大阪府より面積の狭い都道府県はどこか。正しいものを選びなさい。 

１． 東京都 ２．神奈川県 ３．沖縄県 ４．香川県 

正しい答は４．香川県 ですから，次のようにマークしてください。 

 例題 １ ２ ３ エ 
 

・印刷の汚れや乱丁，筆記用具の不具合等で必要のある場合は，手をあげて試験委員に

合図してください。 
 

 

主 催  公益社団法人 全国経理教育協会 



 第１問 【分析及び評価】 
 

 

設問１ 企業のライフステージにおいては，様々な課題がある。特に成長期に関する課題として一般的

に考えられるものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．事業拡大のための設備資金・運転資金の調達 

２．主要債権者との債権放棄の交渉 

３．自主廃業の検討 

４．法的な措置による廃業の検討 

 

 

設問２ 経営理念に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．経営理念は，一度定めたら永久に変えてはならない大切なものである。 

２．経営理念は，定款において，会社の目的に定めておく必要はない。 

３．経営理念は，定期的に社員が唱和しなければならない。 

４．経営理念は，新規取引の開始に際しては，取引先にあらかじめ提示してから取引を開始しなけ

ればならない。 

 

 

設問３ 企業によって経営戦略は当然に違ってくる。次の記述のうち，経営戦略として一般的に考えら

れるもの以外のものを以下の選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．当期の目標利益率は６％で，目標利益は６百万円とする。  

２．接客が当社の強みであるから，パートアルバイトの比率を低め，正社員中心の運営に3年内に

変更する。 

３．サービスカードの発行を行い，顧客データベース化とその活用で顧客のリピート率を高めてい

く。 

４．低価格競争には参入せず，中価格・高品質のサービスで勝負していく。 

 

 



 

設問４ 事業承継に関する次の記述にについて，（ Ａ ）と（ Ｂ ）にはいる正しい組み合わせを，

以下の選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

 

１．Ａ．指導   Ｂ．相続 

２．Ａ．指導   Ｂ．信用 

３．Ａ．経営判断 Ｂ．相続 

４．Ａ．経営判断 Ｂ．信用 

 

 

設問５ 企業を取り巻くさまざまな経営上のリスクに関する記述のうち，正しいものを選択肢の中か

ら一つ選びなさい。 

 

１．企業に勤める従業員が起こした交通事故は，経営上のリスクとはいえない。 

２．台風は自然災害であり，台風によって工場が被災しても，経営上のリスクとはいえない。 

３．経営者が病気になることは，経営上のリスクとなり得る。 

４．得意先が倒産して，売掛金が回収不能になっても，貸倒引当金を計上している場合は，経営上

のリスクとはいえない。 

 

 

設問６ 環境変化と企業経営に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．顧客の高齢化は進む一方だが，長年提供してきた商品・サービスの内容を見直す必要はない。 

２．日頃から新聞，インターネット情報，業界誌，各種統計などに目を通し，一早く環境変化の動

きを掴むように努めている。 

３．最低賃金の引き上げや人手不足により人件費は高騰する一方なので，赤字経営に陥っても仕方

ない。 

４．当社は，安定した大企業に製品の9割を納品する下請け企業であるため，今後の自社の経営に

は心配していない。 

 

 

事業承継の際に考えるべきポイントを大きく分類すると，(1)地位の承継，(2)財産

の承継，(3)経営そのものの承継，に分類されることがある。 

このとき，(3)経営そのものの承継に関して，重要な構成要素となるものは，経営者

としての（ Ａ ）力，先見力，社内外からの（ Ｂ ）などである。 



設問７ PEST分析に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．「PEST分析」のPは，製品(Product)の頭文字であり，製品の品揃えを分析することである。 

２．「PEST分析」のEは，欧州連合(European Union：略称EU)の頭文字であり，EU市場を分析するこ

とである。 

３．「PEST分析」のSは，社会(Society)の頭文字であり，人口動態やライフスタイルの変化など，

社会的な環境変化の分析のことである。 

４．「PEST分析」のTは，時間(Time)の頭文字であり，製品の製造時間の短縮における課題を分析す

ることである。 

 

 

設問８ SWOT分析に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．SWOT分析とは，市場の将来予測に関する分析手法である。 

２．SWOT分析では，競合他社に対する自社の内部環境を分析した結果を「機会」「強み」に展開す

る分析手法である。 

３．自社の「弱み」を克服することが，経営上の最優先課題である。 

４．「機会」に対して「強み」を活かしていくことが，失敗確率の少ない戦略になる。 

 

 

設問９ コア・コンピタンスに関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．自社がコア・コンピタンスであると認識しているものは，必ず全ての顧客にとっても何らかの

利益をもたらす。 

２．コア・コンピタンスは，短期間に低コストで形成可能である。 

３．競合他社には真似できない自社独自の価値を提供するものであり，企業の中核となる強みをコ

ア・コンピタンスという。 

４．コア・コンピタンスには特定の商品や市場のみに発揮できる自社能力があればよい。 

 

 

設問１０ 知的資産に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．知的資産とは，特許，著作権や実用新案権といった知的財産権と同じである。 

２．知的資産とは，人材，技術，技能，知的財産，組織力，経営理念，顧客とのネットワーク等，

目に見えにくい経営資源の総称であり，企業競争力の源泉になるものをいう。 

３．金融機関は決算書のみで企業を評価しているので，企業は非財務の知的資産に関する情報を金

融機関に提供しても意味がない。 

４．知的資産は企業内で把握していれば十分なので，得意先，協力先や金融機関等の社外関係者に

伝えたり，認知してもらったりする必要はない。 

 



 

設問１１ 企業のステークホルダー間の利害調整として株式価値の算定が必要となるケースがある。

株式価値の算定が必要となるケースとして，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．配当 

２．貸倒引当金の計上 

３．合併 

４．減価償却費の計上 

 

 

設問１２ 株式価値算定に関する次の記述に関し，（  ）にはいる正しい組み合わせを，以下の選択

肢の中から一つ選びなさい。 

 

 

１．Ａ．マーケットアプローチ Ｂ．コストアプローチ   C．インカムアプローチ 

２．Ａ．マーケットアプローチ Ｂ．インカムアプローチ  C．コストアプローチ 

３．Ａ．インカムアプローチ  Ｂ．コストアプローチ   C．マーケットアプローチ 

４．Ａ．インカムアプローチ  Ｂ．マーケットアプローチ C．コストアプローチ 

 

 

設問１３ 財務分析に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．中小企業が財務分析を必要とする理由は，経営者が自社の健康状態（財政状態や経営成績）を

知ることで，経営に役立てるためである。 

２．中小企業の計算書類には，貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書，個別注記表

の4種類がある。 

３．貸借対照表は，自社の一定期間（通常1年）の経営成績を表している。 

４．損益計算書には，自社の資産，負債及び純資産が表示されている。 

 

 

株式価値算定には，主に3つのアプローチがある。対象企業の収益力を基礎に算定す

る（ Ａ ），市場や同業他社の株価を基礎に算定する（ Ｂ ），対象企業の現時点

の純資産の状況を基礎にする（ C ）である。 



設問１４ 損益分岐点分析に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．損益分岐点分析とは，企業の経営者が企業を安全に運営するために，企業の支払い能力を算定

するための分析である。 

２．損益分岐点売上高とは，いくら売れば総費用が回収できるのか，総費用が回収できる売上高が

いくらかを表している。 

３．当社の当期の実績は，売上高5,000,000円，変動費2,500,000円，固定費1,500,000円であった。

この場合の損益分岐点売上高は，3,500,000円である。 

４．損益分岐点においては，企業の固定費と変動費は一致する。 

 



 

 

設問１ 貸借対照表の意義に関する次の記述について，（  ）にはいる正しい組み合わせを，以下の

選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

 

１． Ａ．一定期間 Ｂ．経営成績 Ｃ．調達源泉 Ｄ．運用形態 Ｅ．不均衡な状態 

２． Ａ．一定時点 Ｂ．経営成績 Ｃ．運用形態 Ｄ．調達源泉 Ｅ．不均衡な状態 

３． Ａ．一定期間 Ｂ．財政状態 Ｃ．調達源泉 Ｄ．運用形態 Ｅ．均衡した状態 

４． Ａ．一定時点 Ｂ．財政状態 Ｃ．運用形態 Ｄ．調達源泉 Ｅ．均衡した状態 

 

 

設問２ 発生主義会計における収益と費用の認識・測定のルールに関する次の記述のうち，正しいもの

を選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．発生主義会計では，収益の認識（期間帰属）は実現主義の原則によって行われ，実現とは，収

益の認識を貨幣または債権の受領に基づいて行うことをいう。 

２．発生主義会計では，費用の認識（期間帰属）は発生主義の原則によって行われ，発生とは，費

用の認識を貨幣の変動（減少）の事実に基づいて行うことをいう。 

３．費用配分の原則とは，財貨の取得に要した支出額（取得原価）を，費用としての費消原価と資

産としての未費消原価に区別することをいう。 

４．費用収益対応の原則とは，発生費用に実現収益を対応させることを要請する原則である。 

 

 第２問 【会計及び財務】 

貸借対照表は企業の（ Ａ ）における( Ｂ )を表す計算書である。貸借対照表の

左側（借方）には，資産が記載され，これは企業資金の( Ｃ )を表示している。これ

に対し，貸借対照表の右側（貸方）には，負債と純資産（資本）が記載され，これらは

企業資金の( Ｄ )を表示している。したがって，（ Ｂ ）とは，（ Ｃ ）と

（ Ｄ ）が（ Ｅ ）をいう。 



設問３ 資産の流動・固定の分類方法に関する次の記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選び

なさい。 

 

１．企業会計原則では，資産の分類は営業循環基準を原則とし，１年基準がそれを補足する形で適

用される。 

２．営業循環基準とは，企業の正常な営業循環の過程（現金→購買活動→生産活動→販売活動→現

金）にある資産を流動資産とする分類基準をいう。 

３．１年基準とは，貸借対照表日（決算日）の翌日から起算して1年以内に回収期限が到来する資

産を流動資産とする分類基準をいう。 

４．営業循環基準により，売掛金や受取手形は流動資産に分類されるが，それが破産債権になって

も流動資産に分類される。 

 

 

設問４ 利益概念に関連する次の記述のうち，正しいものの組み合わせを，選択肢の中から一つ選びな

さい。 

 

 

１．Ａ，Ｃ  ２．Ｂ，Ｄ  ３．Ｃ，Ｅ  ４．Ｄ，Ｅ 

 

 

設問５ 貸倒損失と貸倒引当金に関する次の記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．貸倒損失は，金銭債権の回収が見込まれなった場合に，その債権額を帳簿価額から償却するこ

とによって生じる損失をいう。 

２．貸倒損失は，金銭債権の回収不能が明確になった時点で計上されるのに対し，貸倒引当金は将

来の未明確な回収不能分に対して計上される。 

３．貸倒懸念債権の貸倒見積高の算定については，キャッシュ・フロー見積法によって算定しなけ

ればならない。 

４．貸倒引当金の会計処理法として，切放法と差額補充法があるが，法人税法では，原則として差

額補充法を要求している。 

Ａ．売上総利益は，売上高から売上原価を控除して計算され，売上原価は，「（期末棚卸

高＋当期仕入高）－期首棚卸高」によって計算される。 

Ｂ．営業利益は，売上総利益に営業外収益を加え，営業外費用を控除することによって

計算され，企業の本来の事業活動の成果を現している。 

Ｃ．経常利益は，企業が繰り返し行う企業活動の成果であり，企業の1年間の業績（収

益力）を示す重要な指標である。 

Ｄ．販売費・一般管理費は，販売活動や一般管理活動に関係する費用であり，本社の建

物の減価償却費はこれに含まれない。 

Ｅ．当期純利益は，税引前当期純利益から税金（法人税・住民税等）を控除した金額で

あり，企業が処分できる最終的な利益を表している。 



 

設問６ 棚卸資産の取得価額に関する次の記述について，（  ）にはいる正しい用語の組み合せを，

以下の選択肢から一つ選びなさい。 

 

 

１． Ａ．購入代価  Ｂ．付随費用  Ｃ．値引額  Ｄ．乏しい 

２． Ａ．取得原価  Ｂ．付随費用  Ｃ．値引額  Ｄ．高い 

３． Ａ．購入代価  Ｂ．償却費用  Ｃ．割引額  Ｄ．乏しい 

４． Ａ．取得原価  Ｂ．償却費用  Ｃ．割引額  Ｄ．高い 

 

 

設問７ 経過勘定に関する次の記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．会計期間が1月1日～12月31日の中小企業において，9月1日に向こう１年間の家賃として120万

円を受け取った場合，当期の収益（受取家賃）は120万円である。 

２．会計期間が1月1日～12月31日の中小企業において，9月1日に向こう１年間の家賃として120万

円を受け取った場合，当期の収益（受取家賃）は0万円である。 

３．会計期間が1月1日～12月31日の中小企業において，9月1日に向こう１年間の家賃として120万

円を受け取った場合，当期の負債（前受家賃）は80万円である。 

４．会計期間が1月1日～12月31日の中小企業において，9月1日に向こう１年間の家賃として120万

円を受け取った場合，当期の負債（前受家賃）は120万円である。 

 

 

設問８ 引当金に関する次の記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．貸倒引当金は負債性引当金の代表例である。 

２．退職給付引当金については，退職金規定や退職金等の支払に関する合意により法的債務となる

場合には，資産の部に計上しなければならない。 

３．損害補償損失引当金は，係争事件に関する裁判が開始されると同時に計上する必要がある。 

４．地震災害などの偶発事象に備えて，地震災害損失引当金を計上することは認められない。 

 

棚卸資産の取得価額は，（ Ａ ）に（ Ｂ ）を加算した額とされる。（ Ａ ）

は，送状価額（購入代金）から（ Ｃ ）・割戻額を控除した金額であり，（ Ｂ ）

は，引取運賃，運送保険料などの外部のものと買入事務費，検収費などの内部のものに

区別される。なお，（ Ｂ ）については，その重要性が（ Ｄ ）場合は（ Ａ ）

に算入しないことができる。 



設問９ 原価計算の目的に関する次の記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

 

 

設問１０ 製造間接費に関する次の文章を読んで，空欄(  )に入る語句の正しい組み合わせを，選択

肢の中から一つ選びなさい。 

  

  

１． Ａ．材料費  Ｂ．個別 Ｃ．購入 Ｄ．できる  Ｅ．主要材料費 

２． Ａ．材料費  Ｂ．共通 Ｃ．消費 Ｄ．できない Ｅ．補助材料費 

３． Ａ．販売費  Ｂ．共通 Ｃ．購入 Ｄ．できない Ｅ．補助材料費 

４． Ａ．販売費  Ｂ．個別 Ｃ．消費 Ｄ．できる  Ｅ．主要材料費 

 

 

設問１１ 部門別原価計算に関する次の記述のうち，正しいものの組み合わせを，以下の選択肢の中か

ら一つ選びなさい。 

 

 

１．Ａ，Ｃ  ２．Ａ，Ｄ  ３．Ｂ，Ｃ  ４．Ｂ，Ｄ 

 

 

Ａ．部門費の第１次集計により，製造間接費はすべての製造部門に集計されることにな

る。 

Ｂ．部門費の第２次集計では，補助部門費に集計された金額を製造部門に配賦する。 

Ｃ．補助部門費を製造部門に集計するときは，すべての補助部門について同一の配賦基

準を用いて製造部門に再配賦を行う。 

Ｄ．各製造部門に集計された製造間接費は，適切な配賦基準にもとづいて各製品に配賦

される。 

製造間接費は，製品を製造するために要した（ Ａ ），労務費，経費のうち，複数

の製品に（ Ｂ ）に発生する原価を集計したものである。そのため，製品ごとの

（ Ｃ ）額が集計できず，製品１単位当たりの原価を直接的に把握（ Ｄ ）。製造

間接費には，たとえば（ Ｅ ）などが含まれる。 

１．原価計算の主たる目的として財務諸表作成目的，価格計算目的，原価管理目的，予

算管理目的，設備投資意思決定目的の５つがある。 

２．原価計算の主たる目的のうち財務諸表作成目的，価格計算目的，原価管理目的，予

算管理目的は，原価計算制度のもとで果たされる。 

３．経常的に行われる原価計算の目的は，特殊原価調査により果たされる。 

４．財務諸表作成目的は，損益計算書，貸借対照表，キャッシュフロー計算書を作成す

る上で役立つ原価情報を提供することを意味している。 



 

設問１２ 財務管理に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．財務管理の知識は大企業には必要不可欠だが，中小企業には必ずしも必要ではない。 

２．資金管理とは，調達した資金を有効に活用して利益を増加させる要因と減少させる要因を適切

に管理することである。 

３．利益管理とは，会社がビジネスを展開するうえで必要なお金を調達し，それらを適切に管理す

ることである。 

４．財務管理に失敗すると資金の不足を招き，最悪の場合，倒産する危険性があることを企業の経

営者や管理者は自覚しなければならない。 

 

 

問題１３ 下図は財務管理における資金の流れを示している。下図の（Ａ）～（Ｄ）に入る適切な語句

の組み合わせを，選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

 

１．Ａ．営業活動  Ｂ．投資活動  Ｃ．返済額・資本コスト支払い 

 Ｄ．リターンの獲得 

２．Ａ．投資活動  Ｂ．営業活動  Ｃ．リターンの獲得 

Ｄ．返済額・資本コスト支払い 

３．Ａ．投資活動  Ｂ．営業活動  Ｃ．返済額・資本コスト支払い 

  Ｄ．リターンの獲得 

４．Ａ．営業活動  Ｂ．投資活動  Ｃ．リターンの獲得 

  Ｄ．返済額・資本コスト支払い 

 

 

長期資金

（Ａ）

短期資金

（Ｂ）

（Ｃ）（Ｄ）

残った資金

 



問題１４ BANTO株式会社は販売価格が1個あたり200円の製品Ⅹのみを製造・販売している。製品Ⅹの

製造では変動費が1個あたり120円発生し，年間の固定費が18,000円である。また，製造した製

品Ⅹはすべて当期中に販売される。この時，BANTO株式会社が当期の目標利益3,600円を達成す

るために必要な製品Ⅹの製造個数として，正しい個数を選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．300個 ２．270個 ３．225個 ４．180個 

 



 

 第３問 【税法】 
 

設問１ 青色申告と帳簿に関する次の記述のうち，誤っているものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．青色申告法人には，欠損金の繰越控除等，さまざまな税の特典が与えられている。 

２．青色申告法人は，一定の帳簿を備え付けて，これらを整理し，原則として７年間，納税地に保

存しなければならない。 

３．青色申告法人は，帳簿書類として，仕訳帳や総勘定元帳を備え付ける必要はあるが，棚卸表の

備え付けは必要ない。 

４．仕訳帳には，取引の年月日，内容，勘定科目，金額を記載するよう定められている。 

 

 

設問２ 利益と所得に関する次の記述について，（  ）にはいる正しい組み合わせを，以下の選択肢

の中から一つ選びなさい。 

  

 

１．Ａ．当期純利益 Ｂ．確定決算主義 

２．Ａ．課税所得  Ｂ．賦課課税制度 

３．Ａ．当期純利益 Ｂ．賦課課税制度 

４．Ａ．課税所得  Ｂ．確定決算主義 

 

 

設問３ 役員給与に関する次の記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．法人税法では，社長の親族が職制上，役員ではない使用人（部長等）として働いているかぎり，

役員とみなされることはない。 

２．いわゆる平取締役等の役員でありながら，部長等の名称で常に使用人として仕事をする人を使

用人兼務役員という。 

３．定期同額給与とは，主に非同族会社が，業績に連動して業務執行役員に支給する給与をいう。 

４．法人税法では，役員に対する賞与は，どのような場合であっても損金算入することができない。 

 

 

企業利益は，企業の経営成績を表すのに対して，（ Ａ ）は，公平な課税のため税

金の負担能力を表す必要があるので，通常，これらには差異が生じる。法人税法で

は，企業は，「確定した決算」，つまり株主総会で承認を受けた企業利益に基づいて，

（ Ａ ）の金額や法人税額など計算し，それらを記載した申告書を提出しなければ

ならないとされている。このような要請のことを一般的に（ Ｂ ）という。 



設問４ 消費税の概要に関する次の記述について，正しい組み合わせを，以下の選択肢の中から一つ

選びなさい。 

 

 

１．ＡとＢ  ２．ＢとＣ  ３．ＡとＣ  ４．ＢとＤ 

 

 

設問５ 原則的な消費税額計算に関する次の記述について，（  ）にはいる正しい組み合わせを，以

下の選択肢の中から一つ選びなさい。 

  

 

１．Ａ．非課税仕入 Ｂ．中間消費税 

２．Ａ．課税仕入  Ｂ．地方消費税 

３．Ａ．課税仕入  Ｂ．中間消費税 

４．Ａ．みなし仕入 Ｂ．地方消費税 

 

 

設問６ 給与所得に関する次の記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．給与所得とは，会社員等が勤め先から受け取る給料や賞与などをいい，企業を経営している社

長が，会社から受け取る役員報酬は給与所得に該当しない。 

２．給料を支払う企業は，所得税法上，従業員の所得税と復興特別所得税を源泉徴収する義務があ

り，どのような会社でも必ず徴収した翌月10日までに税務署に納付しなければならない。 

３．給与所得の金額は，収入金額から給与所得控除額を差し引いて算出する。 

４．企業が，毎月，従業員から源泉徴収する所得税額の年間合計と，その従業員が支払うべき正し

い年間の所得税額の不一致を精算する手続きを確定申告という。 

 

消費税がかかった売上を課税売上，消費税がかかった仕入や諸経費を（ Ａ ）と

いい，事業者は，帳簿上で，課税売上から（ Ａ ）を差し引いて申告・納付する消

費税額の計算を行う。消費税の申告書は，消費税（国税）を計算する欄と，（ Ｂ ）

を計算する欄に区分され，最終的には，消費税（国税）と（ Ｂ ）を合計して申

告・納付する。 

Ａ．消費税法では，商品等を買う側の人を消費者，売る側の人を事業者といい,消費者

が支払った消費税を事業者が預かり，最終的には，事業者が税務署に支払うしくみ

になっている。 

Ｂ．事業者は消費者から消費税を預かり，その事業者自身も商品等を買い，他の事業者

に消費税を支払っている。 

Ｃ．消費税を負担する人と，それを税務署に申告して納付する人とが異なる税を直接税

という。 

Ｄ．事業者は，預かった消費税の全額を税務署に申告・納付している。 



 

設問７ 相続税に関する次の記述について，（  ）にはいる正しい組み合わせを，以下の選択肢の中

から一つ選びなさい。 

  

 

１．Ａ．受贈者 Ｂ．贈与者 

２．Ａ．相続人 Ｂ．贈与者 

３．Ａ．受贈者 Ｂ．法定相続人 

４．Ａ．相続人 Ｂ．受贈者 

 

 

設問８ 事業承継税制に関する次の記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．事業承継税制は，中小企業の自社株について，当初，贈与税・相続税の納税を猶予し，一定条

件を充足後に免除される制度である。 

２．事業承継税制の一般措置を適用する場合，要件を満たせば自社株のすべてが適用対象となる。 

３．事業承継税制は，自社株を渡す人（現経営者等）が誰の場合でも適用できる制度である。 

４．事業承継税制の特例措置を適用する場合，承継計画は一定期間内に所轄税務署に提出しなけれ

ばならない。 

相続税・贈与税は相続税法という法律により定められている。相続税とは，人の死

亡により，その人の財産を取得した配偶者（夫や妻）や子供たちなどに課される税金

で，この財産をもらった人を（ Ａ ）といい，死亡した人を被相続人という。一

方，贈与税は，贈与によって財産を取得したときに贈与を受けた人に課される税金

で，財産の贈与を受けた人を（ Ｂ ）という。 



 

設問１ 契約管理の流れを図解した次の図について，(  )にはいる最も適切な語句の組み合わせを，

次の選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

 

１． Ａ．契約管理 Ｂ．債権回収 Ｃ．債権管理 

２． Ａ．債権管理 Ｂ．契約管理 Ｃ．債権回収 

３． Ａ．契約管理 Ｂ．債権管理 Ｃ．債権回収 

４． Ａ．債権管理 Ｂ．債権回収 Ｃ．契約管理 

 

 

設問２ 会社に関する記述のうち，誤っているものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．株主は，会社の債務について，原則として弁済責任を負わない。 

２．１人の株主が複数の株式を保有することができる。 

３．１人の合名会社の社員が持つことができる持分は1つである。 

４．合資会社のすべての社員は，会社の債務について，無限に連帯して弁済責任を負う。 

 

 

設問３ 取締役会の招集に関する記述のうち，誤っているものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．取締役会は，監査役が反対しても取締役全員が同意すれば，招集手続を経ないでも開催できる。 

２．すべての取締役が取締役会を招集できるのが原則である。 

３．招集通知は，会日の1週間前に発しなければならないのが原則であるが，定款の定めで短縮で

きる。 

４．招集通知は書面によらなくともよい。 

 

 

 第４問 【経営法務】 

交渉・契約締結 

（ Ａ ） 

 

 

履行・請求 

（ Ｂ ） 

 

 

履行遅滞への対応 

（ Ｃ ） 

 



 

設問４ 監査役の監査の範囲を会計事項に限定することに関する記述のうち，誤っているものを選択

肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．公開会社でない会社は，いつでも，定款の定めによって，監査役の監査の範囲を会計事項に

限定することができる。 

２．監査役の監査の範囲を会計事項に限定した会社においては，取締役は，会社に著しい損害を

およぼすおそれのある事実を発見した場合には株主にこれを報告しなければならない。 

３．監査役の監査の範囲を会計事項に限定した会社においては，一定の場合には株主が，取締役

会の招集を請求し，一定の場合には，自ら取締役会を招集し，その取締役会に出席し，意見を

述べることができる。 

４．監査役の監査の範囲を会計事項に限定した会社においては，株主は，裁判所の許可を得るこ

となく，取締役会議事録を閲覧･交付請求することができる。 

 

 

設問５ 企業倫理に関する説明のうち，誤っているものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．従業員の雇用の確保や会社の存続のために，法律や規制を厳格に遵守せずに自社の利益を追求

することは一般に許されている。 

２．企業情報を積極的，効果的かつ公正に開示し，企業をとりまく幅広いステークホルダーと建設

的な対話を行い，企業価値の向上を図ることは大事なことである。 

３．環境問題への取り組みは人類共通の課題と言われているが，環境への影響が相対的に小さい中

小企業にもその取組みは求められている。 

４．公正かつ自由な競争ならびに適正な取引，責任ある調達を行い，政治・行政との健全な関係を

保つことは会社経営にとって必要である。 

 

 

設問６ 賃金支払いについて，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．使用者は，労働者の賃金を会社が指定する取引銀行その他の金融機関の口座に振り込むことが

できる。 

２．使用者は，労働者が未成年者の場合，その親権者その他の法定代理人，労働者の委託を受けた

任意代理人に賃金を支払うことができる。 

３．使用者は，労働者が同意した場合，最低賃金以下であっても契約することができる。 

４．使用者は，労働者の過半数で組織する労働組合，または過半数を代表する労働者と労使協定を

結んでいる場合は，個別の同意がなくとも社内預金として賃金の一部を控除することができる。 

 

 



設問７ 労働時間管理と割増賃金について，誤っているものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．使用者は，労働者に，休憩時間を除き１週間について，原則40時間を超えて，労働させてはな

らない。 

２．使用者は，１週間の各日については，労働者に，休憩時間を除き1日について原則8時間を超え

て，労働させてはならない。 

３．2023年（令和5年）4月1日より，すべての企業で月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金

率が50%以上となる。 

４．１日の所定労働時間が8時間を超えた場合の残業代の法定割増率は，2割5分以上の率であるが，

労使間での合意があれば，割増賃金の支払いは不要である。 

 

 

設問８ 次の文章の（  ）について，正しいものの組み合わせを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

内部統制とは，（   Ａ   ）のみならず，社内業務の有効性および効率性の向

上，社内業務の遂行に係る法令の遵守，（   Ｂ   ）という目的をよりよく達成

するために，社内業務に組み込まれた仕組みである。 

 

１． Ａ．会計上の不正や誤りの発見 Ｂ．経営戦略の達成 

２． Ａ．会計情報の信頼性の確保  Ｂ．会社資産の保全  

３． Ａ．会社のガバナンスの強化  Ｂ．業務の自動化 

４． Ａ．経営方針の明確化     Ｂ．監査の効率化 

 



 

 

設問１ 面談で相手の話を聞くときの留意点に関する記述のうち，正しいものを選択肢の中から一つ選

びなさい。 

 

１．相手の話を正確に聞くために，相手の顔を見なくてもよいので，無心にメモを取るようにする。 

２．相手の話に同意していないときは，あいづちは打たないようにする。 

３．相手の話に集中していることを伝えるために，質問はしないようにする。 

４．相手の話の内容だけではなく，相手の表情や態度から真意を汲み取るようにする。 

 

 

設問２ 商談相手への言葉遣いについて，正しいものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

１．来月開催の弊社新商品説明会にお越しになられるとのこと，誠にありがとうございます。  

２．先日お送りいただきました契約書の件は，弊社大塚部長に確かに申し伝えました。 

３．お手数をお掛けいたしますが，お送りした資料にお目通しいただけますでしょうか。 

４．御社から会議にご出席なさいますのは，山形様でございますでしょうか。 

 

 

設問３ 取引先に出す歳暮のお礼状の前文に関する次の記述に関し，（  ）に入る正しい組み合わせ

を，以下の選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

 

１．Ａ．初冬 Ｂ．清祥 Ｃ．厚情 

２．Ａ．師走 Ｂ．健勝 Ｃ．高配 

３．Ａ．歳末 Ｂ．隆盛 Ｃ．厚情 

４．Ａ．晩秋 Ｂ．発展 Ｃ．高配 

 

 

設問４ 取引先を訪問するときのマナーに関する記述のうち，誤っているものを選択肢の中から一つ選

びなさい。 

 

１．コートは建物に入る前に脱いでおき，身だしなみを整えるようにする。  

２．応接室で担当者を待っているときでも，携帯電話は掛けないようにする。 

３．部下を連れて訪問した際は，上司から先に訪問先の上位者と名刺交換する。 

４．初対面の相手との商談は短時間で終わらせるため，名刺交換後はすぐに用件に入るようにする。 

第５問 【ビジネスコミュニケーション】 

拝啓 （ Ａ ）の候 貴社ますますご（ Ｂ ）のこととお喜び申し上げます。平素

は格別のご（ Ｃ ）を賜り，厚く御礼申し上げます。 



設問５ 日本の金融政策に関する記述のうち，（  ）に入る正しい組み合わせを，以下の選択肢の中

から一つ選びなさい。 

  

 

１．Ａ．日本政策金融公庫 Ｂ．不動産 Ｃ．金融政策 Ｄ．買い Ｅ．引締 

２．Ａ．日本銀行     Ｂ．不動産 Ｃ．財政政策 Ｄ．売り Ｅ．緩和 

３．Ａ．日本銀行     Ｂ．国債  Ｃ．金融政策 Ｄ．買い Ｅ．緩和 

４．Ａ．日本政策金融公庫 Ｂ．国債  Ｃ．財政政策 Ｄ．売り Ｅ．引締   

 

 

設問６ 働き方改革に関する次の記述のうち，誤っているものを選択肢の中から一つ選びなさい。 

 

 １．長時間労働の是正・解消は，労働者の能力に関わる問題であるから経営者の責任ではない。 

２．ICT技術等の活用によって，自宅での勤務や勤務時間の柔軟化が可能になることもあり，これを

テレワークと呼んでいる。 

３．有給休暇の取得は労働者の権利であり，働き方改革の重要な取り組みである。 

４．ジェンダー・国籍・人種による就労差別の解消は，働き方改革のひとつである。 

 

日本において中央銀行の役割を担っている（  Ａ ）は，民間金融機関を相手に

（ Ｂ ）を売買することを主たる手段として（ Ｃ ）を行っている。（ Ａ ）が

民間金融機関から（ Ｂ ）を買い取ると民間金融機関が（ Ａ ）に保有している当

座預金が増加するが，これは（ Ｄ ）オペレーションと呼ばれ，金融（ Ｅ ）とし

て作用する。 


